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行政不服 語案 iと る論点についての意見

弁護士・灘協大学法科大学説教授� 
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p

現在政府が検討中の「行政不躍審査法薬Jについて、存 から以下のよう

な意見が提示されているが、どのように考えるか α

-行教訴 不服申立ての3総務をふまえ、以下部とおり� 述べます。� 

1 全般について

G 語案は、行設不服審査制度の目的として、従業の簡易迅速な権利教講に

加え手続の「合正性j を規定した結果、学続試より霊いものとなり、か

つに敬、装のハードルをど高めるおそれがあるのではないか、との意見につい

どう考えるか。

・これまで敢り揺った事例では、土地認制整理の換地処分等につき、現

が標準審理期間を規定していないことから、長類にわたり放置さ

れた事案がある。現行法が能義迅速な権利救済に資するとは曾い難い

ことと比べると、このような揖題が解消されるのであれば、一般論と

しては、現行法の改疋泣樫めて有意識と考える。しかし、詰案におい

は、審理員、若手査庁、行政不服審査会等の関係が譲雑すぎる。� 

2のとおり、行政不服審査余は裁決機関にすべきであ号、審理数能震

は不要であると考えるが、さらに、再開置の詰求が予定された租税案

件など辻、再調査の鵠求を前置とした審査請求が予定おれているなど

織の護雑さがある。法案によって欝易迅速記権科救済がはかられる

とは解せないし、「公正母 j はもっと寵素な事続によっても擬撰され

ると考えられる c したがって、法案は抜本的に見直されるべきである C 

e 銃存の不器申立てに撰する第三者機関が機能していないのでは主いか、� 
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との意見についてどう考えるか。

・課税処分立対する異議申立て及び審査請求について、国税不鰻審判所

など臆上屋を重ね、手続が規璃Tあって、不服申立入の権利救務の

め誌は機能していない第竺者機関があるのこの法案によっても、その

ような意見に対する設替にはならないと思われるので、法案者抜本的

に見直したうえで、{翻民法~~基づくすべての第三審議関とその審査

読も見直すべきである。

ついて

設の自日庇省機能を高め、よ号客観的かっ公正な判断が得られるよう、

行政不服審査会を設援するとしているが、一手震は諮問対象とするのでは

読が麓く� 11:るため、閣民が肴翠する場合にのみ諮揮するというような工夫

が必饗ではないか、との意克についてどう考えるか。

・公正な判断を確保するために、一体に裁決の対象とすべきである。

-審査庁が委員会等の合議制の機龍である場合、条例に議長づく処分につ

いて条慌で静寂の定めがある場合は、審理員の指名誌獲しないとされ

いるが(8条� 1護人情報公開粂例に茎づく不開示決定等の処分に

ついて、当該条棋の定めを置くことにより、審理員を指名することな

く、治該培方公共自体の錆報公開審査会等が裁訣することのできるよ

うにすべきである。この点からも、法案は抜本的 iとも見産されるべき

である。� 

@ また、上記臣的がありながら 保険審 の既存の第三者機関につ

いてはそのまま するというのは中途半端ではないか、との意見につい

てどう考えるか。

事原員りとして5王子字の第三者機関を統合し蔚省横断的な裁決機関とするこ

とは一つの考え方であるが、!苅種案件を大量に判断するものや当該分

おける有機者の判断によることが盟ましいものについては、例外

として議該第三者機関を裁訣機関として存置するべきである。下記⑤

のとおり情報公開・個人'情報部鰻審査会も部外として脊議すべき議

であると考える。それ以外院も事置すべき第三者機関があるのではな

いか。この点について、関係法棒の整儲法案も金め、法案は抜本的に

見Eまされるべきである。� 
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@ u'しろ、 目的を貫識するのであれば、諮問機関ではなく、既存の第

ニ者機関を統合し府省横断的な裁決機関とする、との意見についてどう

えるかα

@と間意見。 告し、問種大量案件をさ  iまく必擦や特定分野の有識

者による軒断の必要があれば、国税不隷審判所や社会保険審査会を裁

決機関として存叢させることはありうる  a また、下記惑のとおり、

報公開・個人博報課護審査会も裁決機関として存麗すべきである。そ

れ以外にも存鷺すべき第定者機関がある。これらを抜本的に見直せば、

持省横断的な裁法機関としても、総務省に裂を員  24名と事務局からな

るE大な組織としての行政本態審査会は える。

告 さらに言えば、上記目的は審理員の新設で十分達成できるのでまり号、そ

もそも第三者機関を薪設する必要はないのではないか、との意見について

どう考えるか。

目的辻審理員の新設では十分達成できない o 器設からみれば、審

員も同一省ITの職員である。審理民税度を設けるとする法策は、抜

本的に見直されるべきである。  

@ 行護士不服審査 総務省におくことは  f議け太り Jなのではないか、と

の意見についてどう考えるか。

-同蓮大 件をさばく関外的な裁決機関や特定分野の有識者による判  

i新をなす機欝を存置することとあわせ考えるに、  f;築け太り j になら

ないような行政不服審査会者総務省  lこ設聾することは誌げないが、法

案におけるような  24名の委員を識し事務局を伴う巨大組織は「焼け

太り J と嘗むれても仕方ない o これに代わる、少人数のオンブズマン

的金「審査会j で足りるのではないかのこの点も、法案は抜本的

されるべきであるの

。行設木賊審査会辻、内閣持の静報公開・器入 保護審 を統合する

としているが、情報会開制度を させることになるのではないか、との

についてどう考えるか。

・内閣府の博報公開・{隣人?警報部 会l立、大議室接待をかかえている
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し、制度藤替を十分に理解した認さ員によって判断されるべきで手うるか

ら、裁決機関として存置すべきである o 下記� 5のとお号、開審査会の

委員の入選について、現状においても適用改善の余地があると考えて

いる Q

合 地方公共賠捧にも第三者機関を置く必要性についてどう考えるか。

-地方公共団搾にも裁決機関としても、第三者機関を置いた方がよい

があると帯える� 構報公需条割に基づく構報公開審査会などがそのG

例である。しかし、審理員制度導をあえて地方公共語体に設ける車、要

はないし、新たに行政不隷審窓会を設ける必要もない。� j告案i土、韓報

公額審査会を行政不服審査会 iこ現収させたうえで地方公共酉体の組

織替えを予定しているが、地方分権の趣旨からも、盟体の独患の判断� 

iこゆだねるべきであり、地方公共団体に持政不服審議会は必欝ないと

考える。� 

3 	 再議査の請求、不鰻申立前畿について� 

① 	 議事実認定が問題となる大量処分については再欝査の鯖求を設けることが

能な仕組みとされているが、再調査の諦求前置についてどう考えるか0

・関税 不服審判等で、再調査の請求を前置として義務付けるべきではなa

いと考える� そもそも、原処分を立すにあた号、� i頭正手続の見地からO

再調査の鵠求を要しない事実認定がなされるべきであるから、事実認

定が問題となる大義処分のあり方こそが、まず間態とされるべきであ

る。� 

φ 行政不服 制震と 融震の合理的な機能分担の観点、から、不醸申立

前置についてどう考えるか。

ー不服申立書官援とすべきでは立いと考える。行政不寂審査手続が真iこ鮪

迅速な権科教諾でなければ、持政不思審査によらずに、宜接に行設

訴訟を提訴することができる速を設けておくべきである。そして、法

案は、行政事仲訴訟法改正の第二ステージの諸論点と連動するものと

して、抜本的に見宣されるべきである。� 

4 	 その他� 
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φ の中立性が確保できるのか、との意見についてどう  るか。

3のとおり第三者機関が裁決機関となれば、その が審理員

の役割を十分に果たせるので、審理員構重は i必要不可欠では念い c 迭

は、この点からも故本的に見3まされるべきである。 

@ 弁護士以外の土業にも代理人糞絡会解放することについてどう考えるか。

あると考える。 

5 上記論点以外の意見

思lJ紙 f行政刷新のための公文書管理法の早期擁行と培報公開法の

用改普及び行政不服審査法案の抜本的見寵し等についての意見書J(案〉おと

おり o 

1 990年代から進められてきた、特設手続法、警報公罪法、行政機撰個

人等報f呆護語、行政事件諒訟法の各議j主主・改正は、いずれも不十分であっ

と考える o 上記意見書{案)は、これ告と情報公開法の改正・運用政帯の

から議乙たものである  c 行政不隷審査法織は、この観点からも、抜本的に

亘されるべきであるが、さらに、行政事件郡松法改正の第二ステージの

点と連動し、公正かっ簡易迅速な救溝のために、行政不服審査制度と訴訟制

度の合盟的な役割分担がはかられるべきであるという観点からも抜本的

直されるべき輸である。 
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(7JIJ紙)

行設刷新のための公文書管理法の早期旗行と

情報公興法の改正・運罵改器及び

行政不服審査法案の抜本的晃車し停についての意晃議事(案)� 

l 意見の趣 E2

殺崩新のために、公文書管翠法の早期強行、静報公開法の運用改善と

正、及が行政不服審査法第の抜本的見直し、並び;こ刑事訴訟法及び刑

確定訴訟記録法の改正などについて、次のとおり;意見合述べます O 

1 	 公文書管理法の早期念頭施行

公文書管理法を早期に全車施行し、公文議事管理委議会を早急、に立ち上げ、

外璽の公文書管理制度を参考として、問委員会がいわやる「三十年探知j

を具体化する強力主設令や規則を策定したり、行政文書や謹史的公文書が

確実に保存、管理、利用されるための議県的な措置がとれるようにするべ

きである o 

2 情報公開誌の運用改善

皆報公開・{護人靖報保議審査会じついて、次のとおち運用改善をするべ

きである。

(1)委員長は、非常勤続であるとしても、人権感覚に盤れた氏陣入から選

されるべきでるる。� 

(2) 5名の常務議員のうち、少なくとも� l名は、人擢感覚に護れた弁護士

の民間人から選任されるべきであるの� 

(3) 審査合事務罵に、弁護士等の民間人を缶期付公務員として採用すべき

である o 

3 'f警報公開法の故五� 

2つの 改善のf車、行政艇新の一助となるよう、情報公 を次のと

り改正すべきである。

(1)行政機関のま受が不開法務当と認める靖報はすべて不開示にすることが

できる訪衛・外交警報と犯罪護資等'情報の不開示情報の規定者、他の不

示情報の規定と関等のものに敢正すべきである。ニの也、プライパシ

一保護の名言で過度に個人識別博報が不慣ぷと� dれないかの個人情報様

護規定の見宜し、非公開条件什{任意提供の法人靖報を不開示とする規定� 
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や存否認答拒否処分者認、める規定の見直しなども検討すべきである。  

(2) 裁判所において載料宮だけが不需不文番を直接に見分して関ポ不開示

を戦j誌rrする、インカメラ審理の想定会設けるべきである  O 

(3) 不開示決定処分取端訴訟を  4 7都道府県の地方裁判所本rで提却でき

るように裁判管轄規定の棒員りを設けるべ舎である。 

(4) 関部鯖求文書の不存在決定が多いた吟、不開示理践の付記にあた号、

物理的に不存在か、行政犬舎の定義に按当しないために法解釈上の不

症か、その理由の明記者法文上義務付けるとともに、情報公開・鋼人

報保議帯査会が行政機関iこ立入調査をする権限を法文上明記すべきであ

るO 

4 行政不鰻審議法案の抜本的見直しと行設手統治の改正

(1)行政不賊審査法の股正にあたり、	 f青報公開・個人靖報部護審査会会第

止する規定(麗係法律の整備法案  1条)を削除すべきである  G 情報公開・

個人情報謀議等審査会は、行政不膜審査会に吸収溶濃させること金く、内  

Kf所管の審査会として蒋読させて、内関府の総合語整機館のーっとし

て、公文警察管理委員会とー悼として、行設文審の保存、管理、利用のた

めの税容の役割を来たさせるべきである。  

(2) 情報公開・鏑人情報保護審査会が裁設機関として機能するよう、行政

線審査法擁を抜本的に見匿し、行政不援審議会を裁決機関とすると

に、それι沿ったf警報公開法改正もなされるべきである。  

(3) 行政の意思形成過程の培報開示(靖報公開法  5条 5号関係)にとどま

らず、行政苧緯誌に行政計躍の策定平続の規定を設けるべきで、ある。  

(4) 以上の地、現行の行歌手続法と持政不服審査法における適用除外規

泣すべて見査すべきであるむ  

5 冨金と裁判所の公文書管理法及び情報公開訟の制定並びに刑事訴訟法と

刑事確定訴訟記録法の改

公文書管理法附則  13粂 2項に基づき、国会及び裁判所の文警につい

も、公文番管理法と問機に取り扱われるべく、開会と裁判所独自の公

管理法の検討に義手すべきである。その際、あわせて、臨会と裁判所の需

報公開法を需iĴ 立すると共に、刑事訴訟法 53条の  2や荊事確定訴訟記録法

改正し、訴絵に関する響額及び押収物等の知事訴訟記長まや戦前の軍法

議記銭{こ・:二六事件記録など) tとついても、 f警報公開制度及び公文審管

理制度の対象とし、鹿覧及び謄写が権利として容易 められるようにす  
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べきである。� 

2 	意見の理訟

はじめに 民 マニアェストと情報公鷺嬢策

民主党マニフコユストによれば、別紙添付マニアェスト'情報公開撞策のと

お号、ムダづかいの根絶として、現在の政築・支出をすべて見直すことが

約束され、� f行政刷新会議」で政府の全ての政策・支出を、現場誘表、外部

意見をふまえて、議証すること等を具体策として掲げています。臨民は、

僚依容の自民党政治を見限り、民主党主導のムダづかいの犠絶に賭け、、

攻権交代を選びました。教接受代に伴い、� J¥ツ場ダムや「アニメの殿堂J

の建設中止、事業仕分けによるムダづかいの法い崩しなど、題民l立大在主

の政策変更を注院していますo こうした行政昂IJ薪のためには、宮繁から

の讃極的情報提供が必要不可欠です。

これに持い、国民は、単に政権交代劇の観客にとどまらず、護撞的な清

報公開請求により、主体的にムダづかいの現場の行政薄報を入手し、行政

刷新を支えることが求められていまァ。

しかし、現行の情報公開挫は、アメリカ'情報自由法などと比べても、潤

いものです。かつて、情報公開法は、細川内嬰の際の自本新党の政策提言

等に端を発して立法{とされましたが、� 1999年の法制定時には車社さの

立政権において、情報公撲に積樺的でiまない自民党の影響もあり、骨

きにされて制交をされました。また、運用面でも、摺報公開に i立法極的な鰐

が多く見られます。アメジカ国京公文書舘で公開された沖縄返還密約につ

いて、そのような文警は存在しないとする、外務省の公式晃解もその慣の

つです。当協会は、� 19 99年� 5~ 7 S付の清報公開法制定を数迎する

声明においても、構報公開議改正の桟された課題歌能不していますが、そ

の後縦定された公文書管理法や政持提案に保る行政不 R~蕃査法案等も島わ

せ考慮のうえ、以下のとおり、公文番管理法の早期蒐行、情報公務法の改

・運用改善、行設木服審査法案の抜本的見龍し、� E罰金と裁判所の公文

管理訟と?警報公開法の綴定、及び照j事訴訟法と売i事確定訴官公配鋸法の改正

等iごついて、ぷ下のとおり意晃を述べ'*� 0 

1 公文書管理委員会の早期全国撞行

公文芸事管理誌は、公文書管理委員会を� 20 1 0年� 6fitこ立ちょぜ、

する教令や規則を禁定したうえで、� 201 1 年 6~ に全面鶏 fiすることと 
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されていますが、外務省の務約の管理状況等に照らせば、公文書の管理が、

に十全なものになることは望ましいことですから、開法は早期に金活

施行されるべきですの

のためには、まず、長文書管理委員会を卒急に立ち上げ、間番長会が

強力な教令や規員Ijを策定したり、行ifx:文香や歴史的公文書が確実に保存、

、利用されるための効果的な措置がとれるようにするべきです。特に、

開法制定の際、衆参両識闘の委員会の各附帯決識において、「鹿立公文護書館

へ移管された特定歴史公文書等に対する料用務IJ隈については、季Us詩熱践

は原良IJとして� 30年を超えないものとする� f三十年累員IJJ等の弱際的動向・

慣針金踏まえ、必要最小!壌のものとするとと Jとされていますが、この� f一

年課賠 j を公文書全般について確立する政令や規則となるようにするこ

とが貯繋です。また、公文欝の保存、管理、利用のための効果的な措畿を

とるにあたり、カナダ等諸外国の公文書管理のあり方等も参考どすべきで

す。カナダは、国立図書館と閤立公文書轄を知的資1震の戦賂的活黒という

観点から統合して運用していますが、� E本でも、� fアニメの皇室堂jなど議J1"

タテ脅Jりを排して、内罷滑に文欝管理庁を設けると共に、公務員織

の一環として、天下りしない会務員が過去の行政施策の文書管理にあたる

というような人材登用をし、官民の知的資源の欄櫛的活用のためのセンタ

ーとして灘営していく方向が検針されるべきです。� 

2 情報公開法の運用改善

情報公開法の改正に先 まず、警報公爵・識人構報保護審査会の

用を故替するべきです。

常報非開恭決定処分を審査する f警報公開・個人情報保融審査会において

辻、審議会が三援も不開示判断を殺としながら防衛省によって先填習示さ

れたイラク空輸実績の記録など、開不に鴻掻的な答申が際立ちます。また、

外務省の積約問題等に障する本事自決定に対しても効果的急対ttができま

せんでした。� 5名の常勤委員辻、 議長吉や元湾長クラスの官震の指定� 

患となり{現寂誌充裁事j雪� 2名、 2名、元行政職崩長� 1名)、その

権譲を活思して対象文書を項闘J.llj (インデックス)に細かく分瀬して行政

や裁判所の卒Ij断以上の積極的公開に踏み切る姿勢に乏しく、数年前と罰種

の請求として、数年前の答申を引用して文書全体を大まかに非公擦とする

判断が目立っています。イラク空輸築織の不開示の件も、宅義務部〈インデ

ックス)に縮かく分類して審査すれば、三度も需様の理由で本開示とする� 
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必要はなかったものと解されます。非常勤勢員も行設法学者に罷っており、

公闘を混じて「知る権利j の具体北をど実現しようと考える籍法学者は

員になっていません G 事務局も、任期付公務員を民聞から援用すること

なく、若手省庁の担弱者に依存しているから、関誌サイドからみれば、各省

庁の求める等報非公開の強い苧として映ってしまいます。

れゆえ、審議会の人的構成において、次のとおり改善するべきです。

(1)委員長は、非常識識で、あるとしても、人権感覚に優れた箆間人から

任されるべきである。  

(2) 5名の常務委委員のうち、少なくとも l名は、人権感堂に優れた弁護士

の民嬰人から選をされるべきであるロ  

(3) 審査金事務局に、弁護士等の民鵠人を任期イ守合務員として援活すべき

である。 

3 情報公開法の

以上のような濯馬記の改善と共に、そのような運用に陥らせた罷報公開

法の改正が必要です。アメリカ情報告白法も、政権交代に伴い、  1974 

年、 19 9 6年、 2007年と幾度も改正されていますが、巨木の滑報公

開法の嘆緊の改正課題は、前記意晃の鍛皆第  3壌(けないし{心のとおワで

特に、沖縄返還締約不存在の外務省見解が示すよう比、防衛・外交警報

の「行教文書Jの定義や開示の揺が装い。窓外公館でのワイン購入配畿の

不潤示もその一つです。とりわけ、行政機関の長が非開示を棺~と認める

報はすべて不罷示にすることができるという規定段、外務省が情報公

に積種的にならない謀困でも島ちますから、荷としても改正する必要があ

ります。説宮{奈{衣事の象f盤的な不開示条墳です。

た、裁判所において裁判害だけが持関恭文書を議接に見て関恭不開示

を半il新するための、インカメラ審理の焼定も、官僚の抵抗があって実;接の

合意ができないので、靖報公開法ぷ競定すべきです。この点は、今年  1月、

最高裁裁判言も、裁判開の中でインカメラ響理手続安立法化すべきとの具

拶ijの補足意 述べています。

その組、民主党には、既に当協 日弁連が求めた改正案を参考とし

民主党 J情報公開敢正法案を国 出した実織があります。それを前提と

して、上記の条項の他、プライパシー保欝の名目で潜設に個人識別辞報が

開示とされなし寸ユの個人 e情報保護規般の見蓋し、非公開条件付怯意提供  
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の法人情報 提示とする規定や存否搭容拒否処分を誌、める規定の克直し

などもなされるべきでフ� o

さらに、不開示処分の争訟苧続においては、横手請求文撃の不帯抱決

が多いため、不開示理由の付記にあた号、物理的に不存在か、行政文書の

義に該当し Yないために法解釈上の不，存在か、その理由の明記を法文上義

務付けるとともに、管報公開.1護人情報保護審査会が行政機構に立入問諦

をする権限を法文よ娯記すべきですし、不開示法定処分取稿訴訟を 47 

月守県の地方裁判所本庁で援組できるように裁判管轄規定の特貝討を設ける

べきです。� 

4 行設本銀審査法案の披本的見直しと行政手続法の改正

(1)行政不接審査の改正にあ り、行政不服審査会の創設に龍連した、情

報公開・個人清報保護 を廃止する規定(関係諸手撃の整備法築工条)

を部拾すべきです。

情報公理・個人構報保護審 は麗ょとすることなく、内関持iこ存続

べきです。行歌不服審護霊法の改正は、行政刷新のために!必要ですが、同

諸改正案では、この審査会を嘉ょとし、総務省に櫨かれる行歌不服審査会

に設釈することが器薬されています。しかし、これでは情報公開制震の

藤皆が消えてしまいますa 何よりも、公文議事管理=内閣府、雷報公閣エロ

総務省のタテ翻ワ行政安廃し、国家戦略と行政刷新の中接に情報公開を� 

iイ立置付けるべきです。前記のとおり先の菌会で成立した公文書管理法を

くり上げて施行し、援史公文審等の利用請求掠苔処分を審査する公文

管理番員会と、役所の費用文警察の非公器処分を審査する情報公開ー倒人

報謀議審査会とを、共に内謁府の傘の下に置いて、内欝月守の総合調整

機能の下に、積掻的な情報公開により、行政樹新を下支えする改正� 運e

用がなされるべき、� 7 0 

(2) また、清報告関のための 会の決定が法的拘束力を省する裁決機関

あるべきことは、� 1988年� 1月に社盟迭人自曲人権協会が情報公開

法モデル撰で発表したところです。日弁連も� 1997年� 3月発表の情報

公開法試薬では、離法機嬰として控霊童舟けています。行政不牒審査治改

も抜本的に見査し、審査会が裁決機鑓と� Lて位議fすけられるべきで� 

-r-o 

(3) 情報公開法�  5条� 5与をの不開示情報を制限的に解釈適用することで、

密行政の構報が事前開示されていますが、これだけでは、計画行教に対�  
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する意見聴散手続等がなく、不十分です。行政刷新の一環として、  19 

9 0年代の行政設革のつみ残しの課題としての行政 の禁定平統の競  

定を設けるべきですの

(4) 以上の他、行教手続捨が規定する藤正手続保障のレベノレに達していな

い、不利益処分についての理出付記の規定を欠く国税鵡持法など、開法

の適用時タトの{匝Jj!Ji去についても、すべて見直しが必要です。これらにつ

いての窓思形成過糠の情報会開を保障するだけでは、行教の適正手続

よワー題実現することはできません。

た、態語すぎて人権謀埠の手続保i翠には税遠い出入国管理及び難民

定法など、行敦不服審査法改正案のレベルに達していえ主い、行政不捜

審査法の適用除外規定も、上記留説通即n宏上の理府付記の爵謹などと  

iこ、すべて見躍しが必要です。  

5 	 盟金と裁判所公文書管理法及び 公需法の制定並びに7f1J事訴 と3fiJ

確定訴訟記緑法の

先のi鹿常盟会で成立した公文書:管理法は、行政文替についてはその作成

保容から廃棄にいたるまでのレコードスケジュ…ノレの作成を義務付けまし

たが、霊会と裁判所の公文書について辻、その対象となりませんでした o

れゆえ、公文書管理法附員三 13条 2現に基づき、際会及び裁判所の非現

用文書についても、公文書管理法と問機に車号教われるべく、盟会と裁卒Ij  

E年狛協の公文書管理法の検討に着手すべきです。

の際、あわせて、開会と裁判所の ~ß詩文欝の公開手続を定める f警報公

法を樹ヱをすると共に、刑事訴艶法  53条の  2や刑事権定訴訟記鯨法安敢

正し、訴訟に関する書類及が押収物等の刑事訴訟記録や戦前の軍法会

録{二・二大事件記録など〉についても、清報公開制震及び公文書管理事!

庶の対象とし、関覧及び謄写が権利として窓易に認められるよう  tこすべき

です。

顎治以来の票率判決原本は、裁判所から重立公文書館へ移管されること

になりましたが、1f1J事訴松記長去や戦前の軍法会議記録(二・二六事件記録

など)は、検察庁で部管されたままであり、また、荒事訴訟法  53条の  2

に基づき情報公爵法や公文書管理法の対象外とされています。これらの

録は、期事確定訴訟記録法によって覇支日される手続がありますが、問法に

よれば飛の確定から  3年金経過した記録は原則不開示とされていますし、

が認められても勝容は開示鱒求者の権奪uとしては探嘩されておらず、  
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協会会員が韻示決定を得たロッキード事仲間織は、コピーすることがで

きず、手著書きでメモを作成す?ることしかできませんでした。

た、国会図書館では、市中で流通していたものを入手して公表されて

いた検察庁資料が、接察庁の申入れにより公表掠タト罷書としての扱いを

けました  c 

w れら辻、彊会と裁戦所について冨畏の知る礎科を具体化した情報公開

縦震や公文書管理指!震が磁定していないことに帰閣します。公文書管理法

の企苗強行に対応して、 と裁判所の公文 法及びf青報公爵法の制

定と、刑事訴訟法と刑 訴訟記録法の改正が伺としても必要で  y 。 
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(Jjlj紙〉

民主党マニアェスト 公開撞築(一一以下はコメント)� 

I ムダづかい
 

1 現在の敦策・支出をすべて見直す 


[政策間的;


・自民党長期政権の下で温存された族議員、識が関の震得権益を一揖す

-政策コスト、調達コストを引き下げ 'e.J0 

[具体策〕

パ行政刷新会議〈仮称)Jで敦持の全ての -支出を、 調査、外

部意見を踏まえて、論証する。

・実施方法・調達方1去を児童し、政策コスト、調達コストを引き下げる 0

・不諜不急の事業、効果の乏しい事業は、華文j府の賀任で、接結・廃止する G 

る

2 特別会計、税立行設詩人、公益法人をゼロベースで

[政策罰的]

・財政を透暁にして、臨民の敦治に対する信頼をと高吟る。


のムダづかいを根絶する
Q

[具体策]

・特別余計をゼロベースで見直し、必要不可欠なもの以外は蕗止する� 0

・独立行政法人の調施する事業につし� 1て、不饗な事業や見開で可能な

は嘉止し、障が費イ壬を負うべき事業は躍が直接実施十ることとし日

法人のあり方は全棄を含めて抜本的訟見直しを進める。

-実質的に霞が関の天下ち毘体となっている公益法人は露見りとして嘉Jl::.

るc 公益法人との契約関部を全面的に� 

3 国が行う興約を遥王北する。

[政策問的]

コストの裂き下げで税金のムダづかい在棋絶する 0

・故府議遣をオープンにして、多くの国民が参加できるようにする� o 
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戸具i本策]

・公務員OBを吉製談合誌IIニ法め遥用対象にする。

-髄意契約、掻名競争入札をき芸雑する場合には、徹臆的な情報公開を義

務付ける。

-勢約の事後的検~ìEと是正措置と担う「政府調達監視略委員会 J を設童

する。

日 政と官の関係を草木的

[政策自的]


。政治主導を確立することで、真の畏主主義を田複する。 


[具f本策]


・円ー党議員が� 100人以上、ブて詑・副大臣・政務官等として政府の中に

入り、中央省庁の政策立第・決定を実質的に担う。 


-政情家と官僚の接触に係わる'情報公開などで透明性を確探す
 <>'/0 

8 税金の使い途をすべて明らかにする

(政3私立目的)

の使い途をすべて顎ちか 、書誌のチェックを受ける。

予算に反挟させ、 議悲する。

〔具体策;

通草を原員百公開するとともに、執行を厳格に管理する o

しするこ11する情報公開を徹底するとともに、提出時期を前笹

とで予算との連動性を高める O

・…般余計・特別会計について、企

決定位する 0 

9 公平で〈鰭素な税額を作る

〔政策詩的:

・教弾め既得権益安一嘉する。

己た財務書類の作成、露

・続税特別措置の卦果を検詑し、税制の透明性、信頼性を高める。

[具搾策]

・租税特別措龍の適用対象を明確にし、その 	 接証できる仕超みを

作る o 
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-効果の不明なもの、 を終えた穂積特別措置は廃止し、真に必要な

i'ものは f特J.}Ij から 慌久 へ切り替える Q

立子育て・  

15 すべての人に賓の高い教育を提供する

の教育委員会制度を抜本的に見直し、教育行政全体を厳格に

る f教育監まま委員会j 置する Q 

m 年金・股療  

16 年金記録被害者への迅速な補積むため、一定の基準のもとで

を実擁する

・年金記鯨問題の再発を防ぐ。一一公文書管理

が誤っている可能性の高い受給者等を対象に、詑繰言7正

簡略化する。一一個人増報保護

-コンピュ…タの年 と紙台帳の記録の全件照合を速やかに開始す

る。

-年金記議を	 した人が、本来の年金受給額を盟復するまでの期間を

大幅に短縮する 0

・すべての加入者ιf嘉手金通 嚢jを交付し、いつでも自分の年金記録〈報11

酬月額を含む)確認できるようにするむ一一留人清報保護 
  

17 藤入P1'を創設する


〔政策躍的)


険料のムダづかい体質を一請する。


保険料の未納を減ら


〔具体策]


・社会課挨庁は国税jデと統合して f歳入n'j とし、視と保険料を一体的

徴収する。一…個人静

‘所得の把擦をと確実に行うために、税と社会f呆醸制渡共通の番号制震を

導入する。一一倍入構報保護 
  

18 新型インフノレエンザ等への万全の対応、がん・ 5子炎対策の拡充
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[政策目的]


インフ/レエンずによる被害を最小設にとどめる。


[兵鎗策)


インアルエンザに関し、危機管理・情報共有体制を再構 
 もむ� 

ガイドライン・関連法制在企面的に見置すとともに、診療・指 .l合

療体制の拡充を図る。ワクチン接種体制を整備する� 一一種人G

護

19 埼玉 解{本・再読し、 植を確立する

〔教策霞

-明治雄新以来続いた中 体制を抜本的に改め、「地域主権国家jへ

と転t換する。

-中央政府 レベルの し、富と地方議 悼の関係を、上

主従の から対等・協力の 保へ改める。地 政舟が地域の実情に

あった サーピスを提供 ようにする。

-地:i~の し、雇用を拡 ることによっ 域を活性化する O

[具体的]

-新たに る「行政創 〈イ&.材、わですべ の 事業を整

し、 的議治体が対f，芸 業の権限と 大幅に移譲す

る。

-国から地 の「ひもっき補助� J を廃止し、基本 地方が富岳に

使える「 情交付金」として 時る。義務教育・ の必要額

は確保す'，，"， 0 

.	r-揺安村金j北により、効率的に封務、を活用できるようになるととも

に諸勢金申諮が不要になるため、補助金にイ降、わる経費と人件費を削減

する。� 

20 の出先機関、 事業に対する地方の負担金は麗止する

[政策 E的]

と地方の一 法詳し、地方にできることは地方に委ね '0，)0 

.地方が自由に るお金を増やし、自治体が地域のニーズに滴切に応

えられるようにする Q 
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[具体策]

・国の出先機関を露呈� 3麗」とする O

・道路・� 1可)11 .ダム等のすべての医蕊轄事業における負担金制支老境止

し、地方の豹工兆円の負担をなくす。それに伴う地方交付税の減額詰

行わない。� 

21 食の安全・安心を確課す

[政策目的]

畏が安全な食料を、安心して食べられる みをつくる。

-食品安全行政を総点設する。

[具体策]

品の生産、加工、流通の過粧を事後的に饗J惑に検在できる「食品ト

レーサピリディシステムj を諜立する

・原料原護地等の表ポの義務付け対象を加工食品等に拡大する。� 

22 	 中小企業憲章の制定など、中小企業を総合的に支接する

〔其非策]

・金融機関に対して地域への寄与度や中小企業iこ対する融資状況などの

公開を義務付ける� f地譲金融再増結法Jを制定する。� 

23 地球温暖化対策を強力に推進する

[具i本策J

-家需製品等の供給・叛究に譲して、 C0 2排出iこ る替報を

るなど� rc0 2の免える化J 推進する O

VI 消費者� 人e

24 消費者の権利を守号、安全を確保する

[具体策]

-消費者に を及ぼすおそれのある -物品等に る情報の公

を企業に義務詩ける「危険害報 Jを艶定する。

理外交 �  

51 緊密 なヨ米関係 く� 

5 



ぁ日米外交の として緊密で対等な日米 関係をつくるため、主体

的な外 構築した上で、米国と しながら 5本の棄を

を

-日米地位協定の改定を提起し、米筆再編や在母米議基地の iるち方につ

いても見悲しの方向で臨む。一一沖縄返還密約の 

6 




議ぎ躍議室7

@諮問・答申

信審理員の指名� 

@j意見書の提出

審査藷求人
起分1T等

〔不震がある者行

ているといった組議法上の

があること，後者について

地方公共間体における政

を尊重する勉皆である(車i

，情報公開条例に議づく不関

定等の処分立対する審査欝τ

ふて， さき該粂f?� Uに特別の定めを

ととによち，務理員を指名する

なく，当該地ガ公共団体の情

調審査会等へ諮問し，裁決す

となどが考えられるλ

理員は，害額による審理や

詩な口頭意見醸述。。条)

手続を行うことになる。審

は，必要な審理を終えたと

るときは審理手続を終了し，

査庁がすべき裁決記関する意� 

jを作或し，これを事件記

ともに審査庁に提出し� (41

最終的な判断は審査庁が行うことはなる。

審査請求の全部を認容する場合には，

がその旨の裁決者行い，手続法繋了する。

行政不器審査会議事への諮問手続

案で辻，審査庁が(新)審査請求の

は全部を棄却することとする場合等一定

おいては，第三者機関である行設不

資金等への諮問・搭申の手続を行った上

位条)，最終的な裁決安行うこととしてい

， {菌別法において，処分の事前手続と

第主者機関への諮問が行われている場合，

者機関への事後の諮問が行われる場合，

者機関が審査庁となる場合等において込

髄別法の趣旨を尊重し，行政不思審査会

の諮関誌要しないこととしている� (42議

。また，審査請求が，行政不服審査会等

って，国民の権利利主主および行政の運営

する彫響の程度その他当該事件の性質を

して，諮問を要しないもおと認さちられた

調査審議者行っても明らかに関じ結果になる

と考えられるもの，参軽設な処分または形式

詩・機械的な担軒記より決定おれる処分など

を念頭に寵いている。

国における第三者機関たる行政不殺審査会

は，内閣府に離かれている� r'l警報公顎・揺人

需報保護審査会Jを取組し，総務省に設置す

ることとしている� (60鉛。行政不服審査会は，

会長および委員の計24人で構成され� (61魚)， 

3名で構成する合議体で調査審議を行い� (64

条)，その任命はついては，いわゆる罷余間意 立
大事としている� (62条)。さらに，専門の事項 ネ� 

を説査させるため，専門委員を謹くことがで
m~
審

きることとしている� (63条)。 査
法

また，地方公共団体においては，各団体に 案

第三者機関を設置することになるが，その組 行
政

織および運営に関し必要な事項については， 手

各地方公共盟体の条慌で定めることとしてい 続
法

る� (73条〉。
部

つ� E包主照〆T"\~:LJ、持寄Jレ 改


